
申請書分類 様式番号 申請書名 

１．免許申請書 01-01 営業の免許（予備審査） 
２．認可申請書 02-01 取締役の兼職 
 02-02 子会社対象銀行等を子会社とすること 
 02-03 事業譲渡（店舗譲渡の場合） 
 02-04 事業譲受け（店舗譲受けの場合） 
 02-05 １年を超えて子会社とすること 
 02-06 子会社の業務を変更すること 
 02-07-01 銀行主要株主に係る認可 
 02-07-02 銀行主要株主に係る認可（猶予期限日後の継続保有） 
 02-08 銀行持株会社が銀行法第 52 条の 23 の２第１項各号に掲

げる会社を持株特定子会社とすること 
３．承認申請書 03-01 同一人に対する信用供与等の特例 
 03-02 営業所等の休日 
 03-03 特定関係者との間の取引等の特例の承認 
 03-04 基準議決権数を超える議決権の１年を超える保有 
４．届出書 04-01 営業所（支店）の設置 
 04-02 営業所（支店）の位置変更 
 04-03 営業所（支店・出張所）の種類変更 
 04-04 営業所（支店）の廃止 
 04-05 出張所の設置等 
 04-06 臨時休業及び業務再開 
 04-07-01 資本金の額の増加（増資を行う全ての銀行用） 
 04-07-02 資本金の額の増加（第三者割当増資を行う銀行用） 
 04-07-03 資本金の額の増加（増資を行う全ての銀行用（払込期日に

行う届出）） 
 04-08 定款変更 
 04-09-01 新株予約権付社債の発行 
 04-09-02 新株予約権の発行 
 04-09-03 新株予約権付社債の期限前償還 
 04-10 営業所等の休日 
 04-10-01-01 取締役の選退任 
 04-10-01-02 取締役の選退任（やむを得ず事後届出となる場合） 
 04-10-02-01 監査役の選退任 
 04-10-02-02 監査役の選退任（やむを得ず事後届出となる場合） 



 04-10-03-01 会計監査人の選退任 
 04-10-03-02 会計監査人の選退任（やむを得ず事後届出となる場合） 
 04-10-05-01 監査等委員の選退任 
 04-10-05-02 監査等委員の選退任（やむを得ず事後届出となる場合） 
 04-11 付随業務取扱事務所の設置 
 04-12 付随業務取扱事務所の位置変更 
 04-13 付随業務取扱事務所の廃止 
 04-14 付随業務取扱事務所の業務内容の変更 
 04-15 付随業務取扱事務所の設置等（半期分届出用） 
 04-16 営業時間の変更 
 04-17 基準議決権数を超える議決権の取得又は保有（銀行法施

行規則第17条の６第１項各号又は第34条の 20第１項各

号に掲げる事由による議決権の取得又は保有の場合） 
 04-18 基準議決権数を超える議決権の取得又は保有（別紙様式

４－１７によるべき場合を除く） 
 04-19 基準議決権数を超える部分の議決権を保有しなくなった

場合 
 04-20 子会社の合併 
 04-21 子会社の業務の全部の廃止 
 04-22 認可事項実行届出書（半期分届出用） 
 04-23-01 銀行代理業の委託（再委託）（銀行代理業を委託（再委託）

する旨の契約の締結（の許諾）） 
 04-23-02 銀行代理業の委託（再委託）（銀行代理業を委託（再委託）

する旨の契約の変更（の許諾）） 
 04-23-03 銀行代理業の委託（再委託）（銀行代理業を委託（再委託）

する旨の契約の終了（の許諾）） 
 04-24-01 付随業務の代理又は媒介（付随業務に係る契約の締結） 
 04-24-02 付随業務の代理又は媒介（付随業務に係る契約の終了） 
 04-25 不祥事件等 
 04-26 （永久）劣後特約付借入金の受入れ（変更） 
 04-27 （永久）劣後特約付社債の発行 
 04-28 連結自己資本比率を算定する際の比例連結の方法の使用 
 04-29 連結自己資本比率を算定する際の比例連結の方法の使用

の中断 
 04-30 特殊関係者を新たに有することになった場合 



 04-31 特殊関係者でなくなった場合 
 04-32 基準議決権数を超えて議決権を保有する子会社対象会社

又は特殊関係者が子会社対象銀行等に該当することとな

った場合 
 04-33-01 自己の株式を取得しようとする場合 
 04-33-02 取得条項付株式を取得しようとする場合 
 04-33-03 全部取得条項付種類株式を取得しようとする場合 
 04-33-04 自己の株式を処分しようとする場合 
 04-34-01 準備金の額の減少 
 04-34-02 剰余金の配当 
 04-35-01 専ら資本調達を行うことを目的として設立された連結子

法人等による資本調達 
 04-35-02 専ら資本調達を行うことを目的として設立された連結子

法人等が調達した資本調達手段の期限前償還 
 04-36 子会社の名称（住所）変更 
 04-37 百分の五を超える議決権が取得又は保有されることとな

った場合 
 04-38 特定主要株主でなくなった場合 
 04-39 主要株主になった場合 
 04-40 議決権の百分の五十を超える議決権の保有者となった場

合 
 04-41 主要株主基準値以上の数の議決権の保有者でなくなった

場合 
 04-42 議決権の百分の五十を超える議決権の保有者でなくなっ

た場合 
 04-43 解散した場合 
 04-44 議決権の百分の五十を超える議決権が一の株主により取

得又は保有される場合 
 04-45 コンピュータシステムに障害等が発生した場合 
５．海外営業所等に

係る申請書等 
05-01 海外営業所の設置 

 05-02 海外営業所の種類変更 
 05-03 海外営業所の廃止 
 05-04 海外における委託契約の締結 
 05-05 海外における委託契約の終了 



 05-06 海外子会社対象銀行等を子会社とすること 
 05-07 海外駐在員事務所の設置 
 05-08 海外駐在員事務所の位置変更 
 05-09 海外駐在員事務所の廃止 
 05-10 特殊関係者を新たに有することになった場合 
 05-11 海外付随業務取扱事務所の設置 
 05-12 海外付随業務取扱事務所の位置変更 
 05-13 海外付随業務取扱事務所の廃止 
 05-14 海外付随業務取扱事務所の業務内容の変更 
 05-15 子会社対象会社以外の会社を子会社とする場合 
６．銀行代理業者に

係る申請書等 
06-01 銀行代理業の許可 

 06-02 銀行代理業の再受託の許可 
 06-03 兼業の承認 
 06-04-01 変更の届出（商号、名称又は氏名） 
 06-04-02 変更の届出（役員の変更） 
 06-04-03 変更の届出（銀行代理業を営む営業所又は事業所の設置） 
 06-04-04 変更の届出（銀行代理業を営む営業所又は事業所の所在

地の変更） 
 06-04-05 変更の届出（銀行代理業を営む営業所又は事業所の名称

の変更） 
 06-04-06 変更の届出（銀行代理業を営む営業所又は事業所の廃止） 
 06-04-07 変更の届出（所属銀行に係る変更） 
 06-04-08 変更の届出（他に営む業務の種類の変更） 
 06-04-09 変更の届出（兼職状況の変更） 
 06-04-10 変更の届出（銀行代理業者である個人が、総株主等の議決

権の百分の五十を超える議決権を保有する法人等又は当

該法人等の子法人等の変更） 
 06-04-11 変更の届出（銀行代理業者である法人の子法人等、当該法

人の親法人等又は当該法人等の親法人等の子法人等の変

更） 
 06-04-12 変更の届出（銀行代理業者である法人の役員が営んでい

る事業の変更） 
 06-04-13 変更の届出（銀行代理業者の業務の内容及び方法の変更） 
 06-05-01 廃業等の届出（銀行代理業の廃業） 



 06-05-02 廃業等の届出（会社分割（吸収分割）による銀行代理業の

全部承継） 
 06-05-03 廃業等の届出（銀行代理業の全部譲渡） 
 06-05-04 廃業等の届出（銀行代理業者である個人の死亡） 
 06-05-05 廃業等の届出（銀行代理業者である法人の合併による消

滅） 
 06-05-06 廃業等の届出（銀行代理業者である法人の破産） 
 06-05-07 廃業等の届出（銀行代理業者である法人の解散） 
 06-06 業務開始 
 06-07 定款変更 
 06-08 委託契約書（再委託契約書）の変更 
 06-09 不祥事件等 
７．外国銀行代理業

務の申請書等 
07-01 外国銀行代理業務に係る認可 

 07-02 外国銀行代理業務に係る届出 
 07-03 所属外国銀行に関する資本金（出資）の額の変更届出書

（半期分届出用） 
 07-04 所属外国銀行に関する商号（本店所在地）の変更届出書 
 07-05 所属外国銀行に関する合併届出書 
 07-06 所属外国銀行に関する事業譲渡（事業譲受け）届出書 
 07-07 所属外国銀行に関する解散（廃業）届出書 
 07-08 所属外国銀行に関する銀行業の免許取り消しに係る届出

書 
 07-09 所属外国銀行に関する破産手続開始の決定に係る届出書 
 07-10 所属外国銀行に関する発行済株式（出資の総額）の百分の

五十を超える数を保有する者の変更届出書 
 


